
■引き上げ分の地方消費税収（社会保障財源化分）の使途について

□令和６年度決算における地方消費税交付金 １，１６０，５３５千円

　　　うち社会保障財源化分 ７１９，１８０千円

□社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費
（単位：千円）

国府支出金 市債 その他
引き上げ分の
地方消費税

社会福祉費 老人福祉対策費 5,843 39 708 5,096 1,338

障害者医療費 129,823 67,175 62,648 16,452

地域生活支援事業費 57,202 25,741 31,461 8,262

障害者福祉対策費 42,018 31,491 10,527 2,765

障害者総合支援法事業費 1,528,063 1,146,027 382,036 100,329

生活困窮者自立支援事業費 5,553 3,702 1,851 486

児童福祉費 児童福祉総務費 1,118,854 805,734 411 312,709 82,124

母子福祉対策費 46,028 25,394 24 20,610 5,413

子ども福祉対策費 156,366 30,194 54,596 71,576 18,797

生活保護費 生活保護費 1,070,917 834,754 46,693 189,470 49,758

保健衛生費 予防費 3,535 2,650 885 232

母子事業費 2,200 1,438 281 481 126

国民健康保険費 国民健康保険費 437,533 318,123 119,410 31,359

社会福祉費 介護保険費 692,734 49,158 643,576 169,014

社会福祉費 後期高齢者医療費 1,047,942 161,768 886,174 232,725

6,344,611 3,503,388 0 102,713 2,738,510 719,180

令和６年度
決算額

財源内訳

特定財源 一般財源

　 平成２６年４月１日より消費税率が５％から８％へ、令和元年１０月１日より８％から１０％に引き上げられた
ことに伴う地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障４経費（制度として確立さ
れた年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費）その他社会保
障施策に要する経費に充てることとされています。
　本市の令和６年度決算における社会保障４経費への充当額は以下のとおりです。
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